
令和２年度 12月補正予算（第８号）
新型コロナウイルス関連 緊急支援策（第八弾案）



新型コロナウイルスの感染防止と社会経済活動の回復の両立を図るため、
１. 感染防止対策 、 ２. 市民生活支援 、 ３. 地域経済対策、４．「新しい生活
様式」に対応した社会の形成の４本の柱を軸に、これまで7度にわたる緊急
支援策を実施してきました。

今回の第八弾では、令和３年４月から全ての市立学校でスタートする「福島
型オンライン授業」に向け、校内・家庭でのＩＣＴ学習環境の整備を図ります。
また、地域の足として運行継続する鉄道・路線バス事業者の経営を下支え
し、新型コロナウイルスが共存する環境の中、抵抗力の強い新しい社会の構築
を目指します。

第八弾 【1１/19発表】

事業費
合 計

財源内訳

国 県 その他 一般財源

716,923 ー ー ー 716,923

単位：千円

新型コロナウイルス関連 緊急支援策 【第八弾】

緊急支援策第八弾 予算額（一般会計）
３事業



時期
支援策 第一弾(3/23) 第二弾(4/9) 第三弾(4/22)

第１の柱
感染防止対策

●保育所等へ不織布マスク・消毒液等の
購入支援、または配布
※小中学校への備蓄マスク
2万枚の配布
(3/27)

●地域でマスクをつくって、
学校応援プロジェクト

●医療機関への特別給付金の給付
●医療資材の提供
●ＰＣＲ検査体制の強化
●母子生活支援施設の感染症対策
に係る改修費用の補助 ほか

第２の柱
市民生活支援

●放課後児童クラブの運営費補助
※保育料の減額(3/4)
※相談専用電話の設置(2/5)
※帰国者・接触者相談センター
の設置(2/7)
※救急車全13台にウイルス活動を
抑制するオゾン発生装置の設置
(3/16以降順次)

※ＩＣＴ教材を活用した学習支援
(4/13以降随時更新)
※本庁1階に市独自の生活相談案内窓
口の設置(4/17)

●特別定額給付金等の早期支給
●市営住宅の入居支援
●内定取消学生等に対する就職支援
●児童生徒の学習支援の強化
●放課後児童クラブの運営費補助
●患者等への相談体制の強化

ほか

第３の柱 地域経済対策

①事業者
緊急支援

●信用保証料補助・利子補給
●ピンチをチャンスにプロジェクト

●福島エールごはんプロジェクト
●旅館業への温泉使用料・
水道料金の減免

●テナント飲食店舗への賃料の補助
●自己所有飲食店舗への補助
●市場使用料等の納付猶予

②地域経済
回復

※印：発表期間前後に実施（決定）したもの
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時期
支援策 第四弾(5/21)

第五弾
(6/22)・（7/27）

第１の柱
感染防止対策

●第2波を想定した医療体制の充実

●産後ケア事業を行う施設への

衛生用品等の支援

●ごみ収集事業者への衛生用品の支援

●ＩＣＴ導入による市内保育施設・幼稚園の
「新しい生活様式」への対応支援

●市有施設の感染防止対策の徹底
●保育施設・幼稚園等の感染防止対策充実
●（子どもたちの学びの保障）
小・中・養護学校の感染防止対策充実

●避難所における感染防止対策の強化

第２の柱
市民生活支援

●ふくしま市民生活エールクーポン

●学生の臨時就労機会の創出

●認可外保育施設利用者の支援

●子ども食堂の支援

●情報発信の強化

●妊婦のＰＣＲ検査体制の整備
●妊産婦へのオンライン保健相談会実施
●ひとり親世帯への臨時特別給付金早期支給
●住居確保給付金の追加
●赤ちゃん応援特別定額給付金の支給
●（子どもたちの学びの保障）
小・中・養護学校の感染防止対策充実（再掲）

第３の柱 地域経済対策

①事業者緊急支援 ●国給付金対象未満の事業者等への支援

●公共交通事業者への支援

●市場使用料の減免

●就職活動マッチングの支援

●中心市街地へのテナント進出支援
●信用保証料補助・ 利子補給の追加
●障がい者就労継続支援事業所の事業継続支援

②地域経済回復 ●新しい生活様式に対応した

ビジネスモデル創出への支援

●イベント開催等を通じたにぎわいの回復

※県民限定宿泊割引を活用した誘客

（サクランボ狩り助成）（6/15)

●ＧｏＴｏキャンペーンを見据えた
観光プロモーションの強化

●古関裕而記念館の受け入れ態勢強化
※「新しい生活様式」に対応した文化・スポーツイベントや
会議の会場費用支援（7/2）
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※印：発表期間前後に実施（決定）したもの



時期
支援策 第六弾(８/2５) 第七弾(10/1５) 第八弾(11/19)

第１の柱
感染防止対策

●高齢者入居施設の感染拡大防
止のための改修費用の補助

●インフルエンザとの同時流行防止策
●一般医療機関における検査体制の
拡充
●小・中・養護学校の感染防止対策費用
の追加
●救急活動の感染防止対策費用の追加

※発熱外来の追加設置（２カ所）
（11/4）

第２の柱
市民生活支援

●（子どもたちの学びの保障）
校外活動実施の支援

●新型コロナウイルス関連支援策の

利用促進

※ふくしま市民生活エールクーポン

追加販売（10/22）

●ＩＣＴを活用した「福島型オンライン

授業」開始に向けた学習環境の整備

第３の柱
地域経済対策

①事業者
緊急支援

●地域公共交通（鉄道）事業者へ
の支援

●中心市街地へのテナント進出の支援 ●地域公共交通（鉄道・路線バス）事業者
への支援

②地域経済回復 ※「新しい生活様式」に対応した結
婚式披露宴の会場費用支援
（9/18）

●新型コロナウイルス関連支援策の
利用促進（再掲）

第4の柱 「新しい
生活様式」に対応し
た社会の形成

●窓口キャッシュレス決済の導入
●庁内Ｗｉ-ｆｉ環境整備

●シェアサイクルの導入
●電子町内会モデル事業
●「ゆとり満喫福島オフィス」開設支援
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※印：発表期間前後に実施（決定）したもの



6

新型コロナウイルス関連 緊急支援策 【これまでの経過】

第１弾 （３月２３日発表：３月23日議決）
不織布マスク等の購入支援、ピンチをチャンスにプロジェクト、信用保証料補助 など

3億9,600万円
（一般財源 2億１，０00万円）

第２弾 （４月９日発表：予備費充用）
地域でマスクを作って学校応援プロジェクト、旅館業への温泉使用料・水道料金の減免 など

1,800万円
（一般財源 1,800万円）

第３弾 （４月２２日発表：4月３０日議決）
医療機関への特別給付金の給付、医療資材の提供、特別定額給付金の早期支給 など

294億6,500万円
（一般財源 5億3,100万円）

第４弾 （５月２２日発表：６月１日議決）
ふくしま市民生活エールクーポン、新しい生活様式に対応したビジネスモデル創出支援 など

40億500万円
（一般財源 12億3,200万円）

第５弾 （６月２２日発表：６月25日議決）
ＩＣＴ導入による市内保育施設・幼稚園の「新しい生活様式」への対応支援 など

8億2,700万円
（一般財源 3億8,800万円）

第５弾追加 （７月２７日発表：7月31日議決）
保育施設・幼稚園等の感染防止対策充実、学校の感染防止対策充実 など

5億3,000万円
（一般財源 2億6,100万円）

第６弾 （８月２５日発表：9月18日議決）
庁舎窓口キャッシュレス決済の導入、庁内Ｗｉ-ｆｉ環境の整備 など

1億1,400万円
（一般財源 8,500万円）

第７弾 （10月1５日発表：10月20日議決）
冬季に向けた医療体制の充実、「ゆとり満喫福島オフィス」開設支援 など

3億4,７00万円
（一般財源 3億1,200万円）

第８弾 （1１月19日発表）
ＩＣＴを活用した「福島型オンライン授業」開始に向けた学習環境の整備 など

７億１,７00万円
（一般財源 ７億１,７00万円）

緊急支援策 累計額 364億１,９00万円
（一般財源 ３７億５,４00万円）
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ＩＣＴを活用した「福島型オンライン授業」開始に向けた学習環境の整備

今年度中に配備される１人１台タブレット端末を活用した「福島型オンライン授業」が令和３年
４月からスタートします。
ＩＣＴを最大限活用するため、①家庭でのインターネット環境（Wi-Fi）整備を促進し、
②校内の環境整備（机・椅子のリニューアル）を実施します。

出典：文部科学省ホームページ(https://www.mext.go.jp）「教育の情報化に関する手引き-追補版-（令和２年６月）を加工して作成

授業での活用（一斉学習、個別学習、協働学習）を図りながら、「家庭学習支援」や緊急時における
「遠隔学習」を実施。
インターネットを活用した調べ学習や、１人１台端末に配信された課題を自宅からアクセスして
家庭で学習するなど、子どもたちの学びを保障できる環境を整える。

第２の柱 市民生活支援 ２事業 ５４６，０００千円

(福島型オンライン授業)

(一斉学習) (個別学習) (協働学習) (遠隔学習)(家庭学習支援)
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①家庭でのインターネット環境（Ｗi-Ｆi）整備補助 【市独自】 事業費：80,000千円

家庭内で使用できるインターネット契約を締結していない児童生徒の保護者に対し、

インターネット接続契約をする際に生じる初期費用を独自に補助します。

Ａ：対 象 者 令和３年４月１日に、市立小学校、中学校、特別支援学校に在籍する予定の

児童生徒の保護者のうち、現在インターネット契約を締結していない方
（世帯年収が４００万円未満の方に限ります）

Ｂ：補 助 率 ５０％・７５％・１００％（世帯年収に応じる）

Ｃ：対象期間 令和３年３月３１日までに契約したインターネット契約

Ｄ：受付開始 令和３年１月（予定）

対象者
令和３年３月末までの契約

補助率 補助上限額

就学援助を
受けている世帯

100％（要保護） ４0,000円

75％（準要保護） ３0,000円

一般世帯 50％ 20,000円

②校内の環境整備（机・椅子のリニューアル） 【市独自】 事業費：466,000千円

今年度から６カ年計画で着手した児童生徒用の机・椅子の更新（新ＪＩＳ規格へリニューアル）を
全て前倒しして実施します。
（令和３年８月までに配置完了予定）



事業者緊急支援

第３の柱 地域経済対策 １事業 １７０，９２３千円
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（1）地域公共交通機関（鉄道・バス事業者）への経営費補助

外出自粛や利用控えなどの影響で乗車人数が大幅に減少しながらも、市民生活の維持と
３密を回避するため、運休せずに平常の運行ダイヤを維持している公共交通事業者に対し、
運行費用の一部を補助します。

①鉄道事業者への経営費補助 事業費：33,427千円

阿武隈急行（株）、福島交通（株）（飯坂線）に対し、他の沿線自治体と協調して補助します。

②バス事業者への経営費補助 【市独自】 事業費：137,496千円

福島交通（株）等に対し、路線バス運行費用の一部を独自に補助します。


